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令和４年度　施策・基本事業マネジメントシート　（令和３年度実績に基づく評価） 作成日 令和 4 年 7 月 22 日
基本目標名 1 魅力ある産業で賑わう活力あるまちづくり
政　策　名 1 産業振興で活力あるまちづくり
施　策　名 1 活力ある商業・鉱工業の振興と企業誘致の促進

施策関係課 政策調整課、企業誘致課、観光推進課、都市計画課
１．施策の目的と成果把握

この施策は、誰、何を対象としているか 対象指標 単位 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３
市内の商業者数（商店数） 店 1,445 1,445 1,445
市内の製造業者数（従業員４人以上の事業所） 社 413 410 402
市内の勤労者数 人 54,618 54,618 54,618
創業塾受講者数 人 10 28 33
市内に進出を希望する企業数 社 25 48 29

この施策によって、「対象」をどういう状態にするのか 成果指標（意図の達成度を表す指標） 区分 単位 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３
目標 5 5 5 5
実績 3 10 4 8
目標 1.00 1.00 1.00 1.00
実績 1.03 0.99 0.74 0.84
目標 31.0 32.0 33.0 34.0
実績 25.1 25.2 20.9 17.2 東京商工リサーチのデータ
目標 100 105 110 115 佐野ハローワークのデータ

実績 96 92 114 98 市政に関するアンケート調査
目標 95 100 105 110 市民税課のデータ
実績 77 66 88 80 市民税課のデータ

２．基本事業の目的と成果把握
基本事業名 対象 意図 成果指標 区分単位 H30 R1 R2 R3 基本事業名 対象 意図 成果指標 区分単位 H30 R1 R2 R3

目標 440 460 480 500 目標 100 105 110 115
実績 333 332 772 333 実績 96 92 114 98
目標 35 36 36 37 目標 15 16 17 18
実績 20 15 4,339 2,794 実績 19 23 9 29
目標 目標
実績 実績
目標 115 115 115 115 目標 95 100 105 110
実績 109 109 108 106 実績 77 66 88 80
目標 2,250 2,300 2,300 2,300 目標 2 3 4 5
実績 2,200 2,300 2,300 2,350 実績 0 0 1 1
目標 5 7 10 15 目標
実績 27 25 8 12 実績
目標 375 380 385 390 目標
実績 384 384 348 333 実績
目標 3,920 3,930 3,940 3,950 目標
実績 3,818 3,900 3,528 3,444 実績
目標 目標
実績 実績

３．施策及び基本事業の目標達成度評価
令和３年度施策の取組方針 施策の取組方針・成果指標達成状況

全て達成

一部未達成

全て未達成

全て達成

一部未達成

全て未達成

基本事業名 令和３年度基本事業の取組方針 基本事業の取組方針・成果指標達成状況 基本事業名 令和３年度基本事業の取組方針 基本事業の取組方針・成果指標達成状況

取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成 取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成

成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成 成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成

取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成 取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成

成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成 成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成

取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成 取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成

成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成 成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成

４．施策の基本情報
社会情勢変化、国・県の動向、市民・議会意見等 施策の成果向上に向けての役割分担

市民 事業所 行政

５．施策全体の総括・今後の課題・今後の方向性
施策の成果実績と施策の基本情報及び施策コストに関する全体総括 今後の課題 今後の方向性

政策体系
施策主管課長

産業政策課

塩野目　裕

施策の目
的

「対　象」

①市内の商業・鉱工業事業者
②市内の勤労者世代
③事業を起こそうとする者
④市内に進出を希望する企業

① 市内事業者の倒産件数 件

② 有効求人倍率 倍

③
福利厚生対策に満足している勤労
者の割合

％

成果指標の
取得方法

④ 起業届出件数（本社市内） 件

⑤ 起業届出件数（本社市外） 件

事業者に
対する支
援の充実

商業・鉱工
業事業者

経営の安定を図
る。 ①

制度融資利用件
数

件
起業活動
の支援

事業を起こ
そうとする
者

創業が図られる。
①

起業届出件数（本
社市内）

件

②
各種補助制度補
助件数

件 ② 創業相談件数 件

③ ③

雇用機会
の提供と
就労支援

就業を希
望する者

雇用の機会が提供
される。 ① 雇用協会会員数 社

企業誘致
の促進

企業 市内で操業しても
らう。 ①

起業届出件数（本
社市外）

件

②
求人情報誌配布
部数

部 ②
工場用地バンクを利
用した契約数（累計）

件

③
求人面接会等で
採用となった人数

人 ③

勤労者福
祉制度の
充実

勤労者 充実した福利厚生
を利用できる。 ①

両毛メート加入企
業数（佐野市分）

社 ①

②
両毛メート会員数
（佐野市分）

人 ②

③ ③

・新たな産業用地を見い出すための協議･調整を積極的に行うとともに、工場用地バンクの
新たな運用と他施策との連携により、企業誘致を促進する。
・サテライトオフィス等の誘致及び整備を推進するための調査、検討を行うとともに、誘致企
業等に対する優遇制度の構築を検討する。
・事業者向けの制度融資の利便性向上を図るため、あらゆる自然災害や感染症等の影響に
も対応できるよう制度融資の運用見直しを図る。
・首都圏等の大学を中心としたＵＩＪターン就職の取組を強化する。
・両毛地区勤労者福祉共済会の事業運営について、会員拡大を図るため魅力のある福利厚
生の事業展開を支援する。

取組
方針

【施策の取組方針達成状況】
・工場用地バンクの登録制度は見直すことができなかった。
・未来館にお試しサテライトオフィスを設置するとともに、国の交付金の申請に向け、民間事業者によるコミュニティ・ワーキングスペース
整備・運営支援の制度構築を行った。
・ポストコロナ、ウイズコロナに向け、通常の制度融資を見直し市内中小企業の経営力向上及び市が奨励する事業の推進支援のため、
新たな制度を構築した。（佐野市産業振興支援資金）
・首都圏等の大学を中心としたＵＩＪターン就職の取組強化として、作成した求人情報誌を近郊の高校等、及び市内高校の主な進学先と
なる首都圏の大学に配布するとともに、1月の成人式参加者へ配布した。
・両毛メートの福利厚生事業の周知を行った。
【成果指標達成状況】
・倒産件数は令和2年度と比べ増加した。
・有効求人倍率は台風とコロナの影響を受け令和元年度から3年連続で1.0を下回っており、企業の求人に対して就職希望者が多い状
態である。
・福利厚生対策については、コロナ禍の中でレジャーレクリエーション事業が実施されない状況の影響もあり、満足度は目標を下回って
いる。
・企業届出件数は本社が市内、市外に関わらず目標値を下回った。

成果
指標

【基本事業の取組方針達成状況】
・緊急景気対策資金の斡旋を行った。次年度に向けて緊急景気対策資金の継
続実施と産業振興支援資金の創設準備を行った。
・従来の補助金に加え、サテライトオフィス等立地促進奨励金、新しい働き方導
入促進補助金を創設し、市内事業者の新しい働き方の取組みを支援した。
【成果指標達成状況】
・制度融資利用件数、各種補助制度補助件数とも新型コロナの影響を受けた市
内事業主への補助制度が新たに加わった令和2年度の支援件数と比較すると申
請のピークを過ぎたこともあるためか目標値を下回った。
・各種補助制度件数はコロナ関連の申請が含まれるため、実績は目標を大きく
上回った。

【基本事業の取組方針達成状況】
・創業支援事業計画に基づき、市の実施事業としてワンストップ窓口の
設置、チャレンジショップの運営、まちなかの空き店舗活用、市制度融
資（中小企業創業資金の斡旋）、創業塾の開催支援、特定創業者フォ
ローアップ補助金の交付等の各種創業支援を行った。
【成果指標達成状況】
・創業相談件数は前年より増加し目標値を上回ったが、起業届出件数
は目標値を下回った。

【基本事業の取組方針達成状況】
・求人情報誌は6月に市内及び近郊の高校等に配布、1月に新成人に向け
て配布した。
・就職面接会は参加人数の制限、パーテーションの設置等の感染予防対
策を講じて11月に実施した。
【成果指標達成状況】
・雇用協会会員数、求人面接会等で採用となった人数は目標値を下回っ
た。
・求人情報誌は従来の配布先に加え、市内高校の主な進学先となる首都
圏の大学に配布しことにより目標値を上回った。

【基本事業の取組方針達成状況】
・工場用地バンクの登録制度は見直すことができなかった。
・サテライトオフィス等の誘致については、未来館にお試しサテライトオフィスを
設置するとともに国の交付金の申請に向け、民間事業者によるワーキングス
ペース設置の準備を整えた。
・企業誘致に対する優遇制度の構築は次年度以降に見送った。
【成果指標達成状況】
・工場用地バンクを利用した契約数並びに起業届出件数ともに目標値を下
回った。

【基本事業の取組方針達成状況】
・広報さの等を通じて両毛メートの福利厚生事業の周知を行った。
【成果指標達成状況】
・レジャーレクリエーション事業等の大幅縮小もあり、市内の両毛メート加
入企業数及び両毛メート会員数ともに目標値を下回った。

【活力ある商業・鉱工業の振興】
・新型コロナウイルス感染症の影響により業績悪化や経営の安定に支障を生じている事業者に対し事業継続を図るた
め、市独自の融資制度や緊急事態措置、及びまん延防止等重点措置等の影響を受けた事業者に対する国・県の支援
金の上乗せ支給する市支援金等を創設することで、市内事業主の事業継続と経営安定、生産性向上を図るため各種支
援事業を行った。
・制度融資利用件数と各種補助制度補助件数とも目標値を下回ったが、事業者の緊急的な資金調達のピークが令和２
年度中であり、これまでに事業者からの申請に概ね対応できたものと思われる。
・地域経済の担い手としての起業・創業の促進は、地域産業の新陳代謝や地域経済の活性化、雇用の創出を図るため
にも重要になっているため、創業支援等事業計画に基づきチャレンジショップの運営、まちなかの空き店舗活用、市制
度融資の斡旋、創業塾等の案内等、ワンストップ窓口により各種創業支援を行うことで相談件数は目標を上回った。
・地域産業の持続的発展を目指すためには、産業を支える基盤である人材、雇用の確保が重要であり、大学生のＵＩＪ
ターン就職や高校生の地元就職率の向上に向け求人情報誌を作成し、高校や首都圏大学などへの広範囲に配布する
ほか、コロナ禍においても予防対策をしっかり取り合同面接会を実施し、目標値は下回ったが採用者12人の成果を出す
ことができた。

・令和３年度の決算額は、22億9,718万円となり、令和２年度決算額26億8,199万円と比べ3億8,481万円の減額となった。
その主な要因は新型コロナウイルス感染症対策に係る中小企業融資預託事業費や緊急景気対策事業費等が令和2年
度でピークを迎えたことによる減によるもの。

【令和４年度で解決する課題】
・コロナ禍に加え原油・原材料高に対する市内中小企業の経営力向上及び市が奨
励する事業の推進支援のため、新たな事業者支援制度の構築
・各種セミナー等の開催により創業希望者を発掘し、空き店舗等のワークスペース
を活用した起業促進支援策の実施
・大学生のＵＩＪターン就職や高校生の地元就職など、地元商・鉱工業への雇用の確
保に向け求人情報誌の充実と合同面接会の実施
【令和５年度以降にも引き継がれる課題】
①社会情勢を見据え中小企業の持続可能な事業活動に向け、切れ目ない景気対
策と利用しやすい制度融資の実施
②社会情勢・雇用状況の変化に即した職場環境の改善とテレワーク等新たな働き
方の促進
【令和５年度重点課題】
③社会情勢の変化に対応できる利用しやすい制度融資の継続及び各種補助制度
の活用等、適切な事業者支援対策の実施
④地域経済の次世代を担う新たな人材育成としてのキャリア教育、及び創業・就業
機会の向上や現役世代のスキルアップ等に向けたリカレント教育への支援

①どのような社会情勢の変化にも対応できるよう、佐野商工会議所及びあそ
商工会と連携し、常に景気対策支援や円滑な借入ができるような制度を構築
し、事業者の資金管理を支援する。
②創業支援等事業計画に基づき、コワーキングスペースの活用やまちなかの
空き店舗活用等、ワークスペース情報や市制度融資の斡旋、創業塾等の案
内等、関係者間のネットワークを活用し、新しい働き方に対応した創業者支援
を進める。
③コロナや物価上昇対策として国・県の動向を注視しながら、佐野商工会議所
及びあそ商工会と連携し、事業者が利用しやすい制度融資の継続や各種補
助制度の活用等、適切な事業者支援対策を構築し実施する。
④子どもへのキャリア教育の充実により地元企業への愛着を醸成させるととも
に、企業からの積極的な情報を収集し発信することで大学生のＵＩＪターン就職
や高校生の地元就職率の向上を図るとともに市内短期大学生へ本市の情報
発信を行なう。また若者、女性、高齢者への創業・就業機会の向上や現役世
代のスキルアップ等に向け、リカレント教育の支援としてセミナー等の充実を
図る。

【企業誘致の促進】
･「企業誘致の促進」に向けては、新たにサテライトオフィス等の補助金制度創設に加え国道50号沿線開発の県への要
望活動を行うなど産業用地確保に向けた調整を進めた。
・コロナ禍による「新しい働き方」に向けて、サテライトオフィス等の誘致及び整備を推進するための調査、検討を行い、
佐野市コミュニティ・ワーキングスペース整備・運営支援の制度構築を行った。

【令和４年度で解決する課題】
・コロナ禍による「新しい働き方」に向けて、サテライトオフィス等の誘致及び整備を
推進するため、佐野市コミュニティ・ワーキングスペース整備・運営事業者を決定す
る
・国道50号沿線開発（西側エリア）については、地元町会への説明会の開催など、地
権者の合意形成に向けた取組みを行う。また、関係機関と の整備に向けた調整を行
う。
・工場用地バンク制度のより利用しやすい制度への見直しを図る。
【令和５年度以降にも引き継がれる課題】
①佐野市コミュニティ・ワーキングスペース利用企業の誘致
②新たな産業団地の整備に向けた検討
③国道50号沿線開発に係る整備計画の決定と、都市計画等関係手続きを進める。
【令和５年度重点課題】
④国道50号沿線開発における地権者等の合意形成並びに関係機関との調整を行

①新たな働き方に呼応したコミュニティ・ワーキングスペース事業者と連携し、
利用企業の誘致や企業間とのネットワークの推進を進める。
②市全体の中で新たな産業団地創出に向けた方針の策定を図る
③④地権者等の意向を踏まえつつ、整備区域、事業主体、開発手法等を決定
するとともに、令和７年度の市街化区域編入に向けて諸手続きを進める。

成果指標
設定の考え方

①市内事業者の倒産件数が少なければ、経営の
安定が図られていると考えて、指標として採用し
た。
②有効求人倍率により就労機会の状況が把握で
きるので、指標として採用した。。
③市内の勤労者に対し福利厚生対策に満足して
いるかアンケートを取ることにより、職場環境につ
いて状況を把握できると考え指標として採用した。
④事業が起こされている状態を把握する指標とし
て起業届出件数を把握することにより、事業の成
果向上が期待できるため指標として設定した。
⑤市内で新たに起業する件数を把握することで、
企業誘致の成果が把握できることから、指標とし
て採用した。

施策の目
的

「意　図」

①経営の安定を図る。
②就労機会の確保と職場環境の改善を図る。
③新規事業が起こされている。
④企業の誘致を促進する。

施
策

基
本
事
業

事業者に
対する支
援の充実

・市制度融資の運用を見直し、自
然災害や感染症等の影響にすぐ
に対応できるよう事業資金の円滑
な借入を支援する。
・中小企業者の事業拡大や地域
経済の活性化を図るため、市内
の遊休不動産を活用したサテライ
トオフィス等の新たな働き方の取
組を支援する。

起業活動
の支援

・創業セミナー等を受講しやすくす
るなど、より多くの創業を検討する
人に対し創業支援事業計画に基づ
く創業支援を行う。

雇用機会
の提供と
就労支援

・佐野地区雇用協会と連携し、首
都圏等の大学を中心とした雇用
情報の提供とUIJターン就職の促
進を図る。
・就職面接会については、新たな
生活様式に合致した方法となるよ
う見直しを図り、地域雇用の拡大
を図る。

企業誘致
の促進

・工場用地バンク制度について、よ
り利用しやすい制度への転換を図
り、企業誘致を促進する。
・アフターコロナを見据え、サテライ
トオフィス等の誘致を進めるととも
に誘致企業に対する優遇制度の
構築を進める。

勤労者福
祉制度の
充実

・両毛地区勤労者福祉共済会の
事業運営について、会員拡大を図
るための魅力のある福利厚生制
度を支援する。

施
策
の
基
本
情
報

・全国的に産業団地の造成が進んでおり、栃木県では新とちぎ産業成長戦略において今後5年間で200haの整備
目標を掲げられ、産業団地開発の基本方針の見直しが行われた。
･市議会からは、「新型コロナウイルス感染症の影響に対する事業者支援として、継続的な支援メニューを持って
充実した支援」に当たること、及び「若年層の安定的な雇用創出のため、企業誘致を強化し、新たな産業団地の
調査及び開発に努め、若年層の移住・定住のニーズに応える取組の充実に努められたい」との要望書が出され
た。
・国の月例経済報告（Ｒ４．６月）では、「先行きについては、感染症対策に万全を期し、経済社会活動の正常化が
進む中で、各種政策の効果もあって、景気が持ち直していくことが期待される。ただし、ウクライナ情勢の長期化
や中国における経済活動の抑制の影響などが懸念される中での原材料価格の上昇や供給面での制約に加え、
金融資本市場の変動等による下振れリスクに十分注意する必要がある。」となっている。

・新規事業を起こす。
・市内事業所に勤務する。
・市内産品等を利用する。

・健全な事業経営を行う。
・経営基盤の強化、経営革新等に努める。
・職場環境の改善に努める。
・雇用機会の創出に努める。
･感染症拡大防止を図るため新しい生活様式を
取り入れた予防対策を講じる。

・商業・鉱工業の振興を支援する。
・就労機会の拡大を図る。
・両毛地区勤労者福祉共済会の支援により雇
用の安定を図る。
・創業支援をする。
･事業者に対する感染症拡大防止を図るため
の予防対策の支援及び景気対策を実施する。


